
国際会計基準審議会（以下、IA S B ）は、2 0 2 0 年5

月1 4 日、幾つかのIF R S の改訂を公表しました。それ
らの改訂には、IF R S 第3 号「企業結合」、IA S 第1 6 号「有
形固定資産」及びIA S 第3 7 号「引当金、偶発負債及
び偶発資産」の三つの基準の狭い範囲の改訂のほか、
2 0 1 8 －2 0 2 0 サイクルの年次改善に関する改訂が含
まれています。また、これらの改訂は 2 2 年1 月1 日に
発効し、早期適用が認められています。
本稿では、それらの改訂に関する主な内容について
解説します。なお、文中の意見にわたる部分は筆者の
私見であることをお断りします。

1. I F R S 第3 号「企業結合」の改訂
「財務報告に関する概念フレームワーク」への参照
を更新するものであり、企業結合の会計処理の要求事
項を変更することは意図されていません。IA S 第3 7 号
「引当金、偶発負債及び偶発資産」又はIF R I C 第2 1 号
「賦課金」が適用される負債及び偶発負債に関する認
識原則に例外規定を追加し、また、偶発資産の既存の
ガイダンスを明確化しています。
具体的にIA S B は、企業結合以外の別個の取引とし
て生じた場合にIA S 第3 7 号又はIF R I C 第2 1 号が適用さ
れる負債及び偶発負債については、上記フレームワー
クへの参照を更新することによって企業の財務業績の
側面を忠実に表さない「 D a y 2 」利益又は損失が発生
する可能性があることから、そうした問題を回避する

ためにIF R S 第3 号1 1 項の認識原則の規定を免除する
例外規定を追加しました。
同時にIA S B は、偶発資産が取得日時点で認識の要
件を満たさないことについて、IF R S 第3 号の既存のガ
イダンスをより明確化することを決定しました。

2. I A S 第16 号「有形固定資産」の改訂
当改訂は、追加された2 0 A 項によって、例えば有

形固定資産の機能の評価のために生産された試作品の
ような、企業が資産を意図した使用のために準備して
いる間に生産された項目の販売により受け取った金額
について、そのような販売収入及び関連するコストを
純損益に認識することを規定し、企業が有形固定資産
の取得原価からを控除することを認めないことにしま
した。また、そのような試作品のコストについては
IA S 第2 号「棚卸資産」の測定に関する規定を適用し
て識別及び測定しなければならないことが明確化され
ました。
また、開示については、通常の事業活動の過程で生
産されるものではない（企業がIF R S 第1 5 号とIA S 第2

号を適用することにならない）項目の売却について、
企業は以下を要求されます。

Ⅰ　はじめに

IFRS実務講座

Ⅱ　改訂の主な内容

2020年5 月に公表された基準の改訂の内容

I F R S デスク　公認会計士　上浦宏喜

•  H iroyoshi K amiura
当法人入所後、主として半導体製品、硝子製品等の製造業、小売業、ITサービス業などの会計監査及び内部統制監査に従事。2 0 1 9 年よ
りIF R S デスクに所属し、IF R S 導入支援業務、研修業務、執筆活動などに従事している。

①純損益に認識される売却収入と関連する生産コ
ストを別個に開示する。

②売却収入と関連する生産コストを含む純損益及
びその他の包括利益計算書上の表示科目を特定
する。
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3 . I A S 第3 7 号「引当金、偶発負債及び偶発資産」の
改訂
追加された 6 8 A 項によって契約が損失を生じるも
のである（不利な契約）かどうかを評価する際に企業
がどのコストを含めるべきかを明確にしています。具
体的には、当該評価のために、契約に直接関連するコ
ストとして、直接労務費や直接材料費のような契約を
充足するための増分コスト及び、契約を充足するため
に使用される有形固定資産項目の償却費の配分のよう
な契約の充足に直接関連したその他費用の配分を含め
るべきであると規定しています。
従って、従来、企業が増分コストのみを集計するよ
うな方法を採用していた場合は、会計方針の変更とし
て対応する必要が生じます。具体的には、企業が、増
分コストのみを考慮し、個々に収益性がある（不利な
契約でない）と判断した長期のサービス契約等につい
て、改定後の直接関連コストによる集計が採用される
ことに伴い、増分コスト以外の直接関連コストを含め
て計算された結果として収益性がないと判断される場
合には、企業が不利な契約に係る損失を早期に認識す
る結果を生じさせます。

4 . 2018－2020サイクルの年次改善の概要
2 0 1 8 －2 0 2 0 サイクルの年次改善の概要は＜表1 ＞
の通りです。

各改訂は2 2 年1 月1 日以降に開始する事業年度から
適用がされ、早期適用が認められます。なお、IF R S

第1 6 号の改訂（年次改善）については、付属する設
例（IF R S 第1 6 号の一部を構成するものではない）の
みに関するものであることから、発効日は記載されて
いません。

Ⅲ　発効日、早期適用

▶表1　2018－2020サイクルの年次改善の概要

 基準 修正の内容 

I F R S 第1号
「国際財務報告基
準の初度適用」

初度適用企業としての子会社：
本改訂は、 I F R S 第1号のD 16 項（ a ）を適用する子会社が、自社の換算差額累計額について、親会社のI F R S 移行日に基
づき親会社によって報告された金額に基づいて測定することの選択を認めた。また、本改訂はI F R S 第1号の D 16 項（a ）
を適用する関連会社やジョイントベンチャーにも適用される。

I F R S 第 9 号
「金融商品」

金融負債の認識の中止に係る「10％テスト」における手数料：
本改訂は、金融負債の新たな又は修正された契約条件が当初の金融負債の条件と大幅に異なるか否かを評価する際に、
企業が当該計算に含める手数料の範囲を明確にしている。それらの手数料は、借手と貸手の間で支払うか、または受
け取る手数料のみを含める。これには、借手または貸手のいずれかが、他方に代わって支払うか受け取る手数料が含
まれる。なお、I A S 第3 9 号に同様の改訂は行われていない。
企業は、本改訂を最初に適用する年次報告期間の開始以後に、修正または交換される金融負債に本改訂を適用する。

I F R S 第16 号
「リース」

リース・インセンティブ：
本改訂は、 I F R S 第16 号に付属する設例13 の賃貸設備改良に関する貸手からの補償の例示を削除している。これによ
り、 I F R S 第16 号を適用する際に生じる可能性のあるリース・インセンティブの取扱いに関する混乱を回避すること
が意図されている。

I A S 第 4 1号
「農業」

公正価値測定における課税：
本改訂は、I A S 第4 1号の範囲に含まれる資産の公正価値を測定する際に、企業は課税に関するキャッシュ・フローを
除外するという22項の要求事項を削除している。
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